
適 不適

集団指導 　本市が実施する集団指導に出席等していますか。

　＜過去２年の出席状況＞
　　　令和　　　年度・・・（　出席　・　欠席　）
　　　令和　　　年度・・・（　出席　・　欠席　）
　
　
　
※「欠席」したことがある場合は、右側の「不適」の場合の事由等の欄
に「欠席」した理由を記載してください。
　
➢集団指導の内容は参加者が参加する意味のあるものとなるように、
介護給付等対象サービスの取扱い、介護報酬請求の内容、制度改正
内容、高齢者虐待事案をはじめとした過去の指導事例等を中心とした
カリキュラムとすることから、本市は集団指導への参加を重要であるも
のと考えています。
　
➢集団指導を欠席した場合、当日の資料には掲載のない情報も含め
貴重な伝達の機会が失われることから、欠席した事業所については、
次回集団指導は、必ず出席してください。

□ □

適 不適

Ⅰ　定義及び基本方針
１．定義

法第８条第１６項

２．基本方針

条例第４５条

　指定地域密着型サービスに該当する夜間対応型訪問介護(以下「指
定夜間対応型訪問介護」という。)の事業は、要介護状態となった場合
においても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する
能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、夜間において、
定期的な巡回又は随時通報によりその者の居宅を訪問し、排せつの
介護、日常生活上の緊急時の対応その他の夜間において安心してそ
の居宅において生活を送ることができるようにするための援助を行うも
のでなければならない。

□ □

　「夜間対応型訪問介護」とは、居宅要介護者について、夜間において、定期的な巡回訪問により、又は
随時通報を受け、その者の居宅において介護福祉士その他第二項の政令で定める者により行われる入
浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話であって、厚生労働省令で定めるもの（定期巡
回・随時対応型訪問介護看護に該当するものを除く。）をいう。

自己点検表　
　各点検項目について確認した結果を「点検結果」の □ に ✓チェックし、不適の場合はその事由等を記載してください。　　　　

　　　　　　　　　事業所名（　　　　　　　　　　　　　　                　　）　

○集団指導

※根拠
➢介護保険施設等の指導監督について（令和４年３月３１日付老発０３３１第６号、厚生労働省老健局長通知、別添１「介護保険
施設等指導指針」）

点検項目 確認事項
点検結果

○夜間対応型訪問介護
（定義及び基本方針、人員、設備、運営の基準）

※根拠
➢介護保険法（以下「法」という。）
➢鹿児島市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例（以下「条例」という。）

点検項目
及び根拠法令等

確認事項
点検結果 「不適」の場合の事由

及び改善方法、その
他

「不適」の場合の事由
及び改善方法、その
他

1／12



適 不適
点検項目 確認事項

点検結果 「不適」の場合の事由
及び改善方法、その
他

指定夜間対応型訪問
介護

条例第４６条

（１）指定夜間対応型訪問介護においては、定期的に利用者の居宅を
巡回して行う夜間対応型訪問介護(以下「定期巡回サービス」という。)、
あらかじめ利用者の心身の状況、その置かれている環境等を把握した
上で、随時、利用者からの通報を受け、通報内容等を基に訪問介護員
等（指定夜間対応型訪問介護の提供に当たる介護福祉士又は法第８
条第２項に規定する政令で定める者をいう。)の訪問の要否等を判断す
るサービス（以下「オペレーションセンターサービス」という。）及びオペ
レーションセンター（オペレーションセンターサービスを行うための次条
第１項第１号に規定するオペレーションセンター従業者を置いている事
務所をいう。以下同じ。）等からの随時の連絡に対応して行う夜間対応
型訪問介護(以下「随時訪問サービス」という。)を提供するものとする。

　指定夜間対応型訪問介護は、次のサービスを一括して提供していま
すか。
　　①定期巡回サービス
　　②オペレーションセンターサービス
　　③随時訪問サービス

□ □

（２）指定夜間対応型訪問介護を提供する時間帯は、２２時から翌朝６
時までの間を含むものとなっていますか。

□ □

（３）オペレーションセンターは、通常の事業の実施地域内に１か所以
上設置していますか。

　ただし、定期巡回サービスを行う訪問介護員等が利用者から通報を
受けることにより適切にオペレーションセンターサービスを実施すること
が可能であると認められる場合は、オペレーションセンターを設置しな
いことができる。

□ □

Ⅱ　人員に関する基準
１．訪問介護員等の
員数

条例第４７条

（１）指定夜間対応型訪問介護の事業を行う者(以下「指定夜間対応型
訪問介護事業者」という。)が当該事業を行う事業所(以下「指定夜間対
応型訪問介護事業所」という。)ごとに置くべき従業者(以下「夜間対応
型訪問介護従業者」という。)の職種及び員数は、次のとおりとしていま
すか。

　ただし、オペレーションセンターを設置しない場合においては、オペ
レーションセンター従業者を置かないことができる。

□ □

①オペレーションセンター従業者
　オペレーター（指定夜間対応型訪問介護を提供する時間帯を通じて
利用者からの通報を受け付ける業務に当たる従業者をいう。以下、同
じ。)として１人以上及び利用者の面接その他の業務を行う者として１人
以上確保されるために必要な数以上となっていますか。

　
※面接相談員は、面接を適切に行うために配置するもので、夜間勤務
のオペレーターや訪問介護員等が従事することで差し支えありませ
ん。

□ □

②定期巡回サービスを行う訪問介護員等
　定期巡回サービスを行う訪問介護員等の員数は、交通事情、訪問頻
度等を勘案し、利用者に適切に定期巡回サービスを提供するために必
要な数以上としていますか。 □ □

③随時訪問サービスを行う訪問介護員等
　随時訪問サービスを行う訪問介護員等の員数は、指定夜間対応型
訪問介護を提供する時間帯を通じて随時訪問サービスの提供に当た
る訪問介護員等が１人以上確保されるために必要な数以上としていま
すか。

　

□ □
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適 不適
点検項目 確認事項

点検結果 「不適」の場合の事由
及び改善方法、その
他

１．訪問介護員等の
員数

条例第４７条

（２）オペレーターは、看護師、介護福祉士その他厚生労働大臣が定め
る者をもって充てていまますか。

　ただし、利用者の処遇に支障がない場合であって、指定夜間対応型
訪問介護を提供する時間帯を通じて、これらの者との連携を確保して
いるときは、３年以上サービス提供責任者の業務に従事した経験を有
する者をもって充てることができる。

　オペレーターは、下記の資格要件を満たしていますか。

※オペレーターになれる資格要件
　①看護師・准看護師、②介護福祉士、③医師、④保健師、⑤社会福
祉士又は介護支援専門員、⑥一定の要件を満たす場合、サービス提
供責任者として１年以上（特に業務に従事した経験が必要な者として厚
生労働大臣が定めるものにあっては、３年以上）従事した者
※オペレーションセンターを設置しない場合は、訪問介護員の資格。

□ □

（３）オペレーターは専らその職務に従事する者をもって充てています
か。

ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、当該事業所の定期巡回
サービス、同一敷地内の訪問介護事業所若しくは定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業所の職務又は利用者以外の者からの通報を受
け付ける業務に従事することができる。

□ □

（４）事業所の同一敷地内に次に掲げるいずれかの施設等がある場合
において、当該施設等の入所者の処遇に支障がない場合は、（３）の
規定にかかわらず、当該施設等の職員をオペレーターとして充てること
ができる。

(1)短期入所生活介護事業所
(2)短期入所療養介護事業所
(3)特定施設
(4)小規模多機能型居宅介護事業所
(5)認知症対応型共同生活介護事業所
(6)地域密着型特定施設
(7)地域密着型介護老人福祉施設
(8)看護小規模多機能型居宅介護事業所
(9)介護老人福祉施設
(10)介護老人保健施設
(1１)介護医療院

□ □

（５）随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、専ら当該随時訪問サー
ビスの提供に当たる者をもって充てていますか。

ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、当該事業所の定期巡回
サービス、又は同一敷地内の訪問介護事業所若しくは定期巡回・随時
対応型訪問介護看護事業所の職務に従事することができる。

□ □

（６）事業所の利用者に対するオペレーションセンターサービスの提供
に支障がない場合は（３）、（５）の規定にかかわらず、オペレーターは
随時訪問サービスに従事することができる。

□ □

（７）（６）の規定によりオペレーターが随時訪問サービスに従事している
場合において、当該夜間対応型訪問介護事業所の利用者に対する随
時訪問サービスの提供に支障がないときは、（１）の規定にかかわら
ず、随時訪問サービスを行う訪問介護員等を置かないことができる。 □ □
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適 不適
点検項目 確認事項

点検結果 「不適」の場合の事由
及び改善方法、その
他

２．管理者

条例第４８条

　事業者は、指定夜間対応型訪問介護事業所ごとに専らその職務に
従事する常勤の管理者を置いていますか。
　ただし、以下の場合であって、当該事業所の管理業務に支障がない
ときは、他の職務を兼ねることができます。

①当該事業所の他の職務に従事する場合
②当該事業者が、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の
指定を併せて受け、一体的に運営している場合の当該事業所の職務
に従事する場合
③日中のオペレーションセンターサービスを実施する場合であって、指
定訪問介護事業者の指定を併せて受け、一体的に運営されている場
合の当該事業所の職務に従事する場合
④同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の管理者又
は従業者としての職務に従事する場合

※管理すべき事業所数が過剰であると個別に判断される場合や、併設
される入所施設において入所者に対しサービス提供を行う看護・介護
職員と兼務する場合、事故発生時等の緊急時において管理者自身が
速やかに指定夜間対応型訪問介護事業所又は利用者へのサービス
提供の現場に駆け付けることができない体制となっている場合などは、
管理業務に支障があると考えられる。

□ □

Ⅲ　設備に関する基準 □ □

（１）指定夜間対応型訪問介護事業所には、事業の運営を行うために
必要な広さを有する専用の区画を設けるほか、指定夜間対応型訪問
介護の提供に必要な設備、備品等を備えていますか。 □ □

（２）事業者は、利用者が円滑に通報し、迅速な対応を受けることがで
きるよう、オペレーションセンターごとに、次に掲げる機器等を備え、必
要に応じてオペレーターに当該機器等を携帯させていますか。
　ただし、①に掲げる機器等については、事業者が適切に利用者の心
身の状況等の情報を蓄積するための体制を確保している場合であっ
て、オペレーターが当該情報を常時閲覧できるときは、これを備えない
ことができる。

□ □

①利用者の心身の状況等の情報を蓄積することができる機器等

□ □

②随時適切に利用者からの通報を受けることができる通信機器等
□ □

（３）事業者は、利用者が援助を必要とする状態となったときに適切に
オペレーションセンターに通報できるよう、利用者に対し、通信のため
の端末機器（ケアコール端末）を配布していますか。
　ただし、利用者が適切にオペレーションセンターに随時の通報を行う
ことができる場合は、この限りでない。

□ □

（４）事業者が指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の指定
を併せて受け、かつ、指定夜間対応型訪問介護の事業と指定定期巡
回・随時対応型訪問介護看護の事業とが同一の事業所において一体
的に運営されている場合については、指定定期巡回・随時対応型訪問
介護看護の設備に関する基準を満たすことをもって、（１）～（３）に規定
する基準を満たしているものとみなすことができる。

□ □

Ⅳ　運営に関する基準
　事業者は、サービスの提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者
又はその家族に対し、運営規程の概要、従業者の勤務の体制その他
の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記
した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者
の同意を得ていますか。

□ □

（１）オペレーションセンターを設置しない指定夜間対応型訪問介護事
業者は、オペレーションセンターを設置しない場合のオペレーション
サービスの実施方法について十分な説明を行っていますか。 □ □

（２）随時訪問サービスを他の指定訪問介護事業所の訪問介護員に行
わせる場合については、その旨について十分な説明を行っています
か。

□ □

１．内容及び手続きの
説明及び同意

条例第５９条準用条
例第９条

設備及び備品等

条例第４９条
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適 不適
点検項目 確認事項

点検結果 「不適」の場合の事由
及び改善方法、その
他

２．提供拒否の禁止

条例第５９条準用条
例第１０条

　事業者は、正当な理由なくサービスの提供を拒んだことはありません
か。

※提供を拒むことのできる正当な理由がある場合とは、①当該事業所
の現員からは利用申込に応じきれない場合、②利用申込者の居住地
が当該事業所の通常の事業の実施地域外である場合、その他利用申
込者に対し自ら適切な指定夜間対応型訪問介護を提供することが困
難な場合である。

□ □

３．サービス提供困難
時の対応

条例第５９条準用条
例第１１条

　事業者は、事業所の通常の事業の実施地域（当該事業所が通常時
に当該サービスを提供する地域をいう。)等を勘案し、利用申込者に対
し自ら適切なサービスを提供することが困難であると認めた場合は、当
該利用申込者に係る指定居宅介護支援事業者(法第４６条第１項に規
定する指定居宅介護支援事業者をいう。)への連絡、適当な他のサー
ビス事業者等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じていますか。

□ □

（１）事業者は、サービスの提供を求められた場合は、その者の提示す
る被保険者証によって、被保険者資格、要介護認定の有無及び要介
護認定の有効期間を確かめていますか。 □ □

（２）事業者は、（１）の被保険者証に、法第７８条の３第２項の規定によ
り認定審査会意見が記載されているときは、当該認定審査会意見に配
慮して、サービスを提供するように努めていますか。 □ □

（１）事業者は、サービスの提供の開始に際し、要介護認定を受けてい
ない利用申込者については、要介護認定の申請が既に行われている
かどうかを確認し、申請が行われていない場合は、当該利用申込者の
意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行って
いますか。

□ □

（２）事業者は、指定居宅介護支援が利用者に対して行われていない
等の場合であって必要と認めるときは、要介護認定の更新の申請が、
遅くとも当該利用者が受けている要介護認定の有効期間が終了する
日の３０日前までに行われるよう、必要な援助を行っていますか。 □ □

６．心身の状況等の
把握

条例第５９条準用条
例第１４条

　事業者は、サービスの提供に当たっては、計画作成責任者による利
用者の面接によるほか、利用者に係る指定居宅介護支援事業者が開
催するサービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況、その置
かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状
況等の把握に努めていますか。

□ □

（１）事業者は、サービスを提供するに当たっては、指定居宅介護支援
事業者その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との
密接な連携に努めていますか。 □ □

（２）事業者は、サービスの提供の終了に際しては、利用者又はその家
族に対して適切な指導を行うとともに、当該利用者に係る指定居宅介
護支援事業者に対する情報の提供及び保健医療サービス又は福祉
サービスを提供する者との密接な連携に努めていますか。 □ □

８．法定代理受領
サービスの提供を受
けるための援助

条例第５９条準用条
例第１６条

　事業者は、サービスの提供の開始に際し、利用申込者が介護保険法
施行規則第６５条の４各号のいずれにも該当しないときは、当該利用
申込者又はその家族に対し、居宅サービス計画(法第８条第２４項に規
定する居宅サービス計画をいう。)の作成を指定居宅介護支援事業者
に依頼する旨を市に対して届け出ること等により、サービスの提供を法
定代理受領サービスとして受けることができる旨を説明すること、指定
居宅介護支援事業者に関する情報を提供することその他の法定代理
受領サービスを行うために必要な援助を行っていますか。

□ □

４．受給資格等の確
認

条例第５９条準用条
例第１２条

５．要介護認定の申
請に係る援助

条例第５９条準用条
例第１３条

７．指定居宅介護支
援事業者等との連携

条例第５９条準用条
例第１５条
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適 不適
点検項目 確認事項

点検結果 「不適」の場合の事由
及び改善方法、その
他

９．居宅サービス計画
に沿ったサービスの
提供

条例第５９条準用条
例第17条

　事業者は、居宅サービス計画（法第８条第２４項に規定する居宅サー
ビス計画をいい、省令第６５条の４第１号ハに規定する計画を含む。以
下同じ。)が作成されている場合は、当該居宅サービス計画に沿った
サービスを提供していますか。

□ □

１０．居宅サービス計
画等の変更の援助

条例第５９条準用条
例第１８条

　事業者は、利用者が居宅サービス計画の変更を希望する場合は、当
該利用者に係る指定居宅介護支援事業者への連絡その他の必要な
援助を行っていますか。

□ □

１１．身分を証する書
類の携行

条例第５９条準用条
例第１９条

　事業者は、従業者に身分を証する書類を携行させ、面接時、初回訪
問時及び利用者又はその家族から求められたときは、これを提示すべ
き旨を指導していますか。

□ □

（１）事業者は、サービスを提供した際は、当該サービスの提供日及び
内容、当該サービスについて法第４２条の２第６項の規定により利用者
に代わって支払を受ける地域密着型介護サービス費の額その他必要
な事項を、利用者の居宅サービス計画を記載した書面又はこれに準ず
る書面に記載していますか。

□ □

（２）事業者は、サービスを提供した際は、提供した具体的なサービス
の内容等を記録するとともに、利用者からの申出があった場合は、文
書の交付その他適切な方法により、その情報を利用者に対して提供し
ていますか。 □ □

（１）事業者は、法定代理受領サービスに該当するサービスを提供した
際は、その利用者から利用料の一部として、当該サービスに係る地域
密着型介護サービス費用基準額から当該事業者に支払われる地域密
着型介護サービス費の額を控除して得た額の支払を受けていますか。 □ □

（２）事業者は、法定代理受領サービスに該当しないサービスを提供し
た際にその利用者から支払を受ける利用料の額と、サービスに係る地
域密着型介護サービス費用基準額との間に、不合理な差額が生じな
いようにしていますか。 □ □

（３）事業者は、（１）、（２）の支払を受ける額のほか、利用者の選定に
より通常の事業の実施地域以外の地域の居宅においてサービスを行
う場合は、それに要した交通費の額の支払を利用者から受けています
か。

□ □

（４）事業者は、（３）の費用の額に係るサービスの提供に当たっては、
あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費
用について説明を行い、利用者の同意を得ていますか。

□ □

（５）利用者から支払いを受ける費用の額に、ケアコール端末にかかる
設置料、リース料、保守料等の費用が含まれていませんか。

１４．保険給付の請求
のための証明書の交
付

条例第５９条準用条
例第２２条

　事業者は、法定代理受領サービスに該当しないサービスに係る利用
料の支払を受けた場合は、提供したサービスの内容、費用の額その他
必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を利用者に対し
て交付していますか。

　→事例：（　有　・　無　）

□ □

１２．サービスの提供
の記録

条例第５９条準用条
例第２０条

１３．利用料等の受領

条例第５９条準用条
例第２１条
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適 不適
点検項目 確認事項

点検結果 「不適」の場合の事由
及び改善方法、その
他

１５．同居家族に対す
るサービス提供の禁
止

条例第５９条準用条
例第２７条

　事業者は、従業者に、その同居の家族である利用者に対するサービ
ス（随時対応サービスを除く。）の提供をさせていませんか。

□ □

　事業者は、サービスを受けている利用者が次のいずれかに該当する
場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を市に通知していますか。

□ □

①正当な理由なくサービスの利用に関する指示に従わないことにより、
要介護状態の程度を増進させたと認められるとき。

□ □

②偽りその他不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようとした
とき。 □ □

（１）感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービス
の提供を継続的に実施し、非常時の体制で早期の業務再開を図るた
めの計画（業務継続計画）を策定し、当該計画に従い必要な措置を講
じていますか。

※感染症に係る業務継続計画並びに感染症の予防及びまん延の防
止のための指針については、それぞれに対応する項目を適切に設定し
ている場合には、一体的に策定することとして差し支えない。

□ □

（２） 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な
研修及び訓練を定期的（年１回以上）に実施していますか。 □ □

（３） 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続
計画の変更を行っていますか。 □ □

（１）事業者は、従業者の清潔の保持及び健康状態について、必要な
管理を行っていますか。

□ □

（２）事業者は、事業所の設備、備品等について、衛生的な管理に努め
ていますか。

□ □

（３）事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲
げる措置を講じていますか。

①当該事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策
を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができる。）を
おおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、従業者
に周知徹底を図ること。
②当該事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針
を整備すること。
③当該事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の
防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。

□ □

１９．掲示

条例第５９条準用条
例第３４条

　事業者は、事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤
務体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる
重要事項を掲示していますか。

・重要事項を事業所の見やすい場所に掲示しているか。
・掲示内容が実際のサービス内容と一致しているか。
・重要事項を記載した書面を事業所に備え付け、かつ、これをいつでも
関係者に自由に閲覧させることにより、掲示に代えることができる。
・原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。
　（令和７年４月１日から施行）

※ウェブサイトとは、法人のホームページ等又は介護サービス情報公
表システムのことをいう。

□ □

１７．業務継続計画の
策定等

条例５９条準用条例
第３２条の２

１６．利用者に関する
市への通知

条例第５９条準用条
例第２８条

１８．衛生管理等

条例第５９条準用条
例第３３条
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適 不適
点検項目 確認事項

点検結果 「不適」の場合の事由
及び改善方法、その
他

（１）業所の従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者
又はその家族の秘密を漏らしていませんか。

□ □

（２）事業者は、当該事業所の従業者であった者が、正当な理由がな
く、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがな
いよう、必要な措置を講じていますか。 □ □

（３）事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を
用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場
合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得ていますか。 □ □

２１．広告

条例第５９条準用条
例第３６条

　事業者は、事業所について広告をする場合は、その内容を虚偽又は
誇大なものとなっていませんか。

□ □

２２．指定居宅介護支
援事業者に対する利
益供与の禁止

条例第５９条準用条
例第３７条

　事業者は、指定居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用
者に特定の事業者によるサービスを利用させることの対償として、金品
その他の財産上の利益を供与していませんか。

□ □

２３．苦情処理

条例第５９条準用条
例第３８条

（１）事業者は、提供したサービスに係る利用者及びその家族からの苦
情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口
を設置する等の必要な措置を講じていますか。

　苦情相談窓口の設置　：　有　・　無
　相談窓口担当者　：

□ □

（２）事業者は、（１）の苦情を受け付けた場合は、当該苦情の内容等を
記録していますか。

　苦情件数　：　月　　　　件程度 □ □

（３）事業者は、提供したサービスに関し、法第２３条の規定により市が
行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は市の職員から
の質問若しくは照会に応じ、及び利用者からの苦情に関して市が行う
調査に協力するとともに、市から指導又は助言を受けた場合において
は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行っていますか。

□ □

（４）事業者は、市からの求めがあった場合は、（３）の改善の内容を市
に報告していますか。

□ □

（５）事業者は、提供したサービスに係る利用者からの苦情に関して国
民健康保険団体連合会(国民健康保険法(昭和３３年法律第１９２号)第
４５条第５項に規定する国民健康保険団体連合会をいう。以下「連合
会」という。)が行う法第１７６条第１項第３号の調査に協力するととも
に、連合会から同号の指導又は助言を受けた場合においては、当該指
導又は助言に従って必要な改善を行っていますか。

□ □

（６）事業者は、連合会からの求めがあった場合は、（５）の改善の内容
を連合会に報告していますか。

□ □

２４．事故発生時の対
応

条例第５９条準用条
例第４０条

（１）事業者は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した
場合は、市、当該利用者の家族、当該利用者に係る指定居宅介護支
援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じていますか。

　→事故事例（　有　・　無　）
　→事故対応マニュアル等（　有　・　無　）

□ □

２０．秘密保持等

条例第５９条準用条
例第３５条
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適 不適
点検項目 確認事項

点検結果 「不適」の場合の事由
及び改善方法、その
他

２４．事故発生時の対
応

条例第５９条準用条
例第４０条

（２）事業者は、（１）の事故の状況及び事故に際して採った処置につい
て記録していますか。

　→事故の記録（　有　・　無　）
　→有の場合、市への報告（　有　・　無　）

　→従業者への周知（　有　・　無　）
　→周知の方法（　　　　　　　　　　　　）

□ □

（３）事業者は、利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故
が発生した場合は、損害賠償を速やかに行っていますか。

　→損害賠償保険への加入（　有　・　無　） □ □

２５．虐待の防止

条例第５９条準用条
例第４０条の２

　事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次に掲げる措
置を講じていますか。

①事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ
電話装置等を活用して行うことができる。）を定期的に開催するととも
に、その結果について、従業者に周知徹底を図ること。
②事業所における虐待の防止のための指針を整備すること。
③事業所において、従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的
に実施すること。
④①から③に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。

□ □

２６．会計の区分

条例第５９条準用条
例第４１条

　事業者は、事業所ごとに経理を区分するとともに、指定夜間対応型
訪問介護の事業の会計とその他の事業の会計を区分していますか。

□ □

（１）指定夜間対応型訪問介護は、定期巡回サービスについては、利用
者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、その目標を設
定し、計画的に行われるとともに、オペレーションセンターサービス及び
随時訪問サービスについては、利用者からの随時の通報に適切に対
応して行われるものとし、利用者が夜間において安心してその居宅に
おいて生活を送ることができるものとなっていますか。

□ □

（２）事業者は、自らその提供するサービスの質の評価を行い、常にそ
の改善を図っていますか。 □ □

（１）定期巡回サービスの提供に当たっては、夜間対応型訪問介護計
画に基づき、利用者が安心してその居宅において生活を送るのに必要
な援助を行っていますか。 □ □

（２）随時訪問サービスを適切に行うため、オペレーションセンター従業
者は、利用者の面接及び１月ないし３月に１回程度の利用者の居宅へ
の訪問を行い、随時利用者の心身の状況、その置かれている環境等
の的確な把握に努め、利用者又はその家族に対し、適切な相談及び
助言を行っていますか。

□ □

（３）随時訪問サービスの提供に当たっては、夜間対応型訪問介護計
画に基づき、利用者からの随時の連絡に迅速に対応し、必要な援助を
行っていますか。 □ □

（４）指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては、懇切丁寧に行うこ
とを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等につ
いて、理解しやすいように説明を行っていますか。 □ □

（５）指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては、当該利用者又は
他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合
を除き、身体的拘束等を行っていませんか。 □ □

（６）（５）の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際
の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録していま
すか。

※緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一時性
の ３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件の確
認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容につい
て記録しておくことが必要である。

□ □

２７．指定夜間対応型
訪問介護の基本取扱
方針

条例第５０条

２８．指定夜間対応型
訪問介護の具体的取
扱方針

条例第５１条
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適 不適
点検項目 確認事項

点検結果 「不適」の場合の事由
及び改善方法、その
他

（７）サービスの提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し、適切な
介護技術をもってサービスの提供を行っていますか。 □ □

（８）夜間対応型訪問介護従業者は、利用者からの連絡内容や利用者
の心身の状況を勘案し、必要があると認めるときは、利用者が利用す
る指定訪問看護ステーション(指定居宅サービス等条例第６４条第１項
第１号に規定する指定訪問看護ステーションをいう。)への連絡を行う
等の適切な措置を講じていますか。

□ □

（９）サービスの提供に当たり利用者から合鍵を預かる場合は、その管
理を厳重に行うとともに、管理方法、紛失した場合の対処方法その他
必要な事項を記載した文書を利用者に交付していますか。 □ □

（１）オペレーションセンター従業者(オペレーションセンターを設置しな
い場合にあっては、訪問介護員等。以下、同じ。)は、利用者の日常生
活全般の状況及び希望を踏まえて、定期巡回サービス及び随時訪問
サービスの目標、当該目標を達成するための具体的な定期巡回サー
ビス及び随時訪問サービスの内容等を記載した夜間対応型訪問介護
計画を作成していますか。

□ □

（２）夜間対応型訪問介護計画は、既に居宅サービス計画が作成され
ている場合は、当該居宅サービス計画の内容に沿って作成しています
か。 □ □

（３）オペレーションセンター従業者は、夜間対応型訪問介護計画の作
成に当たっては、その内容について利用者又はその家族に対して説明
し、利用者の同意を得ていますか。 □ □

（４）オペレーションセンター従業者は、夜間対応型訪問介護計画を作
成した際は、当該夜間対応型訪問介護計画を利用者に交付していま
すか。 □ □

（５）オペレーションセンター従業者は、夜間対応型訪問介護計画の作
成後、当該計画の実施状況の把握を行い、必要に応じて当該計画の
変更を行っていますか。 □ □

（６）（１）から（４）までの規定は、（５）に規定する夜間対応型訪問介護
計画の変更について準じていますか。 □ □

３０．緊急時等の対応

条例第５３条

　訪問介護員等は、現にサービスの提供を行っているときに利用者に
病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治の医師
への連絡を行う等の必要な措置を講じていますか。 □ □

（１）事業所の管理者は、当該事業所の従業者及び業務の管理を一元
的に行っていますか。

□ □

（２）事業所の管理者は、当該事業所の従業者に基準の規定を遵守さ
せるため、必要な指揮命令を行っていますか。

□ □

（３）オペレーションセンター従業者は、指定夜間対応型訪問介護事業
所に対するサービスの利用の申込みに係る調整及び訪問介護員等に
対する技術指導等のサービスの内容の管理を行っていますか。 □ □

３２．運営規程

条例第５５条

　事業者は、指定夜間対応型訪問介護事業所ごとに、事業の運営につ
いての重要事項に関する規程を定めていますか。

①事業の目的及び運営の方針
②従業者の職種、員数及び職務の内容
③営業日及び営業時間
④指定夜間対応型訪問介護の内容及び利用料その他の費用の額
⑤通常の事業の実施地域
⑥緊急時等における対応方法
⑦合鍵の管理方法及び紛失した場合の対処方法
⑧虐待の防止のための措置に関する事項
⑨その他運営に関する重要事項

□ □

３１．管理者等の責務

条例第５４条

２８．指定夜間対応型
訪問介護の具体的取
扱方針

条例第５１条

２９．夜間対応型訪問
介護計画の作成

条例第５２条
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適 不適
点検項目 確認事項

点検結果 「不適」の場合の事由
及び改善方法、その
他

３３．勤務体制の確保
等

条例第５６条

（１）事業者は、利用者に対し適切なサービスを提供できるよう指定夜
間対応型訪問介護事業所ごとに、従業者の勤務体制を定めています
か。 □ □

（２）事業者は、夜間対応型訪問介護事業所ごとに、当該事業所の訪
問介護員等によって定期巡回サービス及び随時訪問サービスを提供
していますか。

　ただし、事業所が、適切に夜間対応型訪問介護を利用者に提供する
体制を構築しており、他の訪問介護事業所又は定期巡回・随時対応型
訪問介護看護事業所（以下、指定訪問介護事業所等という。）との密接
な連携を図ることにより当該事業所の効果的な運営を期待することが
できる場合であって、利用者の処遇に支障がないときは、市長が地域
の実情を勘案し適切と認める範囲内において、夜間対応型訪問介護
の事業の一部を、当該他の訪問介護事業所等の従業者に行わせるこ
とができる。

□ □

３３．勤務体制の確保
等

条例第５６条

（３）（２）の規定にかかわらず、オペレーションセンターサービスについ
ては、市長が地域の実情を勘案し適切と認める範囲内において、複数
の夜間対応型訪問介護事業者所の間の契約に基づき、当該複数の夜
間対応型訪問介護事業所が密接な連携を図ることにより、一体的に利
用者又はその家族等からの通報を受けることができる。

□ □

（４）事業者は、訪問介護員等の資質の向上のために、その研修の機
会を確保していますか。

□ □

（５）事業者は、適切なサービスの提供を確保する観点から、職場にお
いて行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であっ
て、業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境
が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じ
ていますか。

□ □

３４．地域との連携等

条例第５７条

（１）事業者は、その事業の運営に当たっては、提供したサービスに関
する利用者からの苦情に関して市等が派遣する者が相談及び援助を
行う事業その他の市が実施する事業に協力するよう努めていますか。 □ □

（２）事業者は、事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用
者に対してサービスを提供する場合には、当該建物に居住する利用者
以外の者に対してもサービスの提供を行うよう努めていますか。 □ □

（１）事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備し
ていますか。

□ □

（２）事業者は、利用者に対するサービスの提供に関する記録を整備
し、その完結の日から5年間保存していますか。

①夜間対応型訪問介護計画
②提供した具体的なサービスの内容等の記録
③身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び
に緊急やむを得ない理由の記録
④市への通知に係る記録
⑤苦情の内容等の記録
⑥事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録

□ □

３６．電磁的記録等

条例第２０３条

１　指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型サービスの提供に当た
る者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、条例の規定において書面
（被保険者証に関するものを除く。）で行うことが規定されている又は想定されるも
のについては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録により行うことができ
る。

２　指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型サービスの提供に当た
る者は、交付、説明、同意、承諾、締結その他これらに類するもの（以下「交付等」
という。）のうち、条例の規定において書面で行うことが規定されている又は想定さ
れるものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的
方法によることができる。

３５．記録の整備

条例第５８条
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適 不適
点検項目 確認事項

点検結果 「不適」の場合の事由
及び改善方法、その
他

Ⅴ　変更の届出等
介護保険法第７８条
の５

介護保険法施行規則
第１３１条の１３第１項
第２号

　当該指定に係る事業所の名称及び所在地その他厚生労働省令で定
める事項に変更があったとき、又は休止した当該事業を再開したとき
は、１０日以内に、事業を廃止し、又は休止しようとするときは、その廃
止又は休止の日の一月前までに、厚生労働省令で定めるところによ
り、その旨を市長に届け出ていますか。

①事業所の名称及び所在地
②申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏
名、生年月日、住所及び職名
③登記事項証明書又は条例等
④事業所の平面図
⑤事業所の管理者の氏名、生年月日、住所
⑥運営規程
⑦当該申請に係る事業に係る居宅介護サービス費の請求に関する事
項

□ □
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